
予算委員会・保健福祉委員会関係審査（２０１２年３月５日） 
 
【民生児童委員の負担軽減について】 
西山さちよ： 民生児童委員の善意によって地域が支えられています。民生児童委員の 

活動状況、定数と欠員、定年による退任者数について伺います。 
福祉総務課長：平成２２年度、一人当たり月平均活動日数は１１日、現在の定数は 1351 名、

32 名の欠員です。平成２５年１２月１日の一斉改選時に定年による退任者 
（７５才以上）は５９名です。 

西山さちよ：大きな負担と重い責任から民生・児童委員の引き受け手が見つからない現状 
の対策について伺います。 

福祉総務課長：今後は、過重な負担が生じることのないように負担の軽減や活動の 
バックアップを支える仕組みの構築に努めます。 

西山さちよ： 民生・児童委員の方が調査している災害時要援護者の情報の共有範囲に 
ついて伺います。 

福祉総務課長：災害時要援護者の名簿は民生・児童委員の皆さまの他、自治会や自主防災 
組織に提供しています。 

 
【発達障害の支援について】 
西山さちよ： ライフステージに応じた発達障害者（児）支援の一貫したサービス体制 

および情報の共有について伺います。 
幼児政策課長：ライフステージに応じた専門相談機関のネットワークを強固にするために

さいたま市発達障害者支援体制整備検討委員会を組織して、発達障害者 
支援のあり方についての検証を続けています。さらに、相談支援に従事 
する職員の連携体制を構築、機関の枠を越えた事例を検討し、対策を協議

する場として、発達障害者支援連絡協議会を組織して関係機関の情報の共

有を図っているところです。 
西山さちよ： 幼児教育のあり方検討会における発達障害児への対応について伺います。 
幼児政策課長：検討課題の 1 つとして、アンケートによる課題の抽出を行っています。 
       また、特別支援事業として２３年７月から園の要請に基づき、カンファレ

ンスを行う巡回相談を実施しています。(２３年度実績２１園) 

 
【子育て支援について】 
西山さちよ： 病児保育について伺います。 
幼児政策課長：現在、見沼区、桜区、浦和区、南区、緑区、岩槻区（Ｈ２４・４・１開設）

の 6 か所ですが、今後大宮区を含め、医師会と相談をして区ごとの開設を

目指します。 
西山さちよ：  子育てヘルパー派遣事業について伺います。 
子育て支援課長：子育てにおける負担感、不安感を緩和することを目的として、家事、 

育児援助を行うもので、平成２３年度１月末現在の実績は３３５件です。 
登録制のため急な要請に対応できないことが、今後の課題です。 



 
【生活保護受給者学習支援事業について】 
西山さちよ： 大宮区では、平成２１年度から生活保護世帯の学習支援を実施しています。 
       平成２４年度の実施予定について伺います。    
福祉総務課長：４月から市内５箇所で、子どもや若者を支援している専門のＮＰＯへ委託

して学習支援事業を実施する予定です。学びの場を提供する中で基礎学力

の向上、進学の支援を行う他、悩みや不安を相談できるような寄り添い型

の学習支援を提供していきたいと考えています。 
 
【保育園児一人当たりの面積について】 
西山さちよ： 一括法により、さいたま市は保育園児一人当たりの面積を緩和できるよう

になりました。現在さいたま市では、１６００人の不承諾を抱えていると

聞きますが、基準を緩和した場合、何人の定員増が図れるか伺います。 
子育て支援課長： 面積基準を東京に合わせると、入所可能枠はゼロ歳児で５８０名、 

１歳児で２７５名増加することができますが、それに伴い２７９名の 
保育士の増員が必要となります 

 
【さいたま市立病院について】 
西山さちよ：   地域がん診療連携拠点病院としてのがん医療の拡充について伺います。 
市立病院庶務課長：がん医療の拡充については、現在改正しているがん対策基本計画に 

合わせて整備を考えていきます。 
西山さちよ：   がんサロン、ピアカウンセリングについて伺います。 
市立病院庶務課長：がんサロンは、平成２３年１１月から毎月１回実施しています。 
         ピアカウンセリングについては、がん患者、家族の苦痛の軽減や療養 

生活の質の向上などに非常に大切なものと認識しているので、今後 
検討していきたいと考えています 

 
【放課後児童クラブについて】 
西山さちよ：  学校の余裕教室を利用した放課後児童クラブについて伺います。 
青少年育成課長：現在、各学校とも空き教室がない状況だが、放課後児童クラブは学校内、 

校舎内のほうが望ましいことから積極的に検討していきます。 
西山さちよ：  障害児の受けいれについて伺います。 
青少年育成課長：公設、民設ともに積極的に受けいれたいと考えています。 
 
その他、地域包括支援センターについて、宅配食事サービスについて、ファミリー・サポ

ート・センター運営事業について、子育て緊急サポート事業について、保育ママについて、

生活保護受給者について、生活保護受給者に対する就職支援について、子育て支援医療費

助成事業について、地域医療体制について、ＨＴＬＶ１（感染予防事業）について、 
Ｈ２３子宮頸がんワクチンについて、大宮駅西口複合施設について質問をしました。 


